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一景気は、悪化を続けている－
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【参考］先月からの主要変更点
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1 月 月例 2 月 月例

基調 判 断 景 気 は、悪化 を矧 ナて いる。 景気 は、悪化 を続け ている 。

・個人 消豊 は、弱 含ん でい る。 ・個人消 豊は、‾弱含ん でい る。

・失 業 率 が こ れ まで に ない 高 さに 上 昇 す ・失業 率 が こ れ まで1．こない青 さに上 昇 す
るな ど、雇 用 情 勢 は 厳 し さを増 して い る な ど、雇 用 情勢 は厳 し さを増 し てい

‘ る。 る。
・輸 出に下 げ止 ま りの兆 しがみ られ壷避 」 ・‘輸 出に下 げ止 まりの兆 しがみ られ－生産
生 産」 企業収 益は 大幅 に減少 して お 軋 は減少 テンポが緩 やか に な ったもの の．

音別雇投資 も～少 して い皐。 誼 腫 投資1去 威少 している 。

先行 き につい ては、世界 経済が同 時的 に滅 先 行 きについ ては、厳 しい雇用 ・所得 環境

遠 す る な ど、 懸 念す べ き 卓が み られ る もの や醤太j奇堤の甘l向 な どが、今後の 罠聞需 雪を
の． アメ リカを中心 として I T 関 連書評判こお 下押 しす る無念が ある一方、 アメ リカ や アジ

ける存産調聾 に は進展が み られ る． アの 一 書酎こ暑 気 I買入れ の動 き がみ られ る な
ど、対 外経済環境の 改善が期 待 される《

政 策 態 度‘ 政府 は、構 措辞量の 更 なる加速 ．デ フ レス
パイラ ルの同漣 の た め、 「堅急 対応 プ ロヴラ

政府 は、構適改 量 をl折f〒す る一貫 で、 デフ

レス パ イラルに 陥 る こ とを同 讃す る た め に
ム」をは じめ とす る諸 施策 の強力 な推i豊に顎 細心 の 注 意 を払 い． 百恵 銀行 と一致 協力 し

金工邑 互 。 て、 デ フレ朋 lH こr靭 ナて韓 い決意 で擾恵む。
また．相 月19 円に 「平 成 14車 庫の紐 清見通 1 月2 5白には　 R 恵が 日櫓す 経活字十全 の轟

L と紡清 財政運営 の基本 的熊 唐 l を闇議 了角芸 と、そ れを宴規 する ための 横道改 ：蔓を 中心 と

L t　同 月20円に 平成 13缶 厚第 二 次 補 正 予 算 した 中朝 的 な経 済財 政 運営 に つ いて明 確 な

を、同 月2 4百に平成 14毎度 一般会計 予算 （債 将采展 望を云 した r構造改 革 と紐清 財政の 中

算） を それぞ れ闇羅 漢雷 した 。 顛展望 】を問 詰譲吉 した几 また、r司R 、 r平

なお．日本銀 行 におい て は、1㌢月 lg E に． 威 同年 度 の経 済見通 し と恕 清 財 政運 営の 基

舎 融 市境 調節 方 針 を変 更 し日去 銀 行 当 座 繹 太的寛 厚　 を間諜 鼻宕 し、平 成 14重厚 一牌 全

・金残 高 目標 を 川ノー15 兆 円程犀 とす る ととも 計予算 案を園舎 に提 出 した。
に、長期 国債の 言 い入れ を月 金手億 円 ペー ス 政 府 としては． 平成 13互 l雷補 洋予 算等の 着

に増 書萱す る こと等 を譲吉 した。 宰 な宴 施 を回 る とともに．平成 14立居 予算の

旦期成 立に努 める こととしてい る血

生 産 大幅 に減少 し、在庫 率 は高水準 に ある。 減少テ ンポが 繕 やか にな ったものの、在 庫率

は高水準 にある 。

輸 入 減少 して いる凸 減少傾向 が弱 まっている。

物 価 国内卸 売物価 は、下 雪盲幅 をや や拡大 してい

壷⊥●

国 内卸売 物価は、下 汚 している 。
I

（注）下線部は、先月から変更した部分。
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総論

（我が国経済の基調判断）

景気は、悪化を続けている。

●　個人消費は、弱含んでいる。

●　失業率がこれまでにない高さに上昇するなど、雇用情勢は厳しさを増してい

る。

・輸出に下げ止まりの兆しがみられ、生産は減少テンポが緩やかになったもの
の、設備投資は減少している。

先行きについては、厳しい雇用・所得環境や資本市場の動向などが、今後の民間需

要を下押しする懸念がある一方、アメリカやアジアの一部に景気底入れの動きがみら

れるなど、対外経済環境の改善が期待される。

（政策の基本的態度）

政府は、構造改革を断行する一方で、デフレスパイラルに陥ることを回避するため

に細心の注意を払い、日本銀行と一致協力して、デフレ阻止に向けて強い決意で臨

む。

1月25日一には、日本が目指す経済社会の姿と、それを実現するための構造改革を

中心とした中期駒な経済財政運営に？いて明確な将来展望を示した「構造改革と経

済財政の中期展望」を閣議決定した。また、同日、「平成14年度の経済見通しと経済

財政運営の基本的態度」を閣議決定し、平成14年度一般会計予算案を国会に提出

した。

政府としては、平成13年度補正予算等の着実な実施を図るとともに、平成14年度

予算の早期成立に努めることとしている。
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各論

1．消費・投資などの需要動向

雛肖費は、弱含んでいる。

個人消費は、需要側と販売側の動向を総合してみると、弱含んでいる。一部

の業種や支出項目については、このところ増加の動きがみられていたが、そ

れらも再び減少に転じるものが多く、昨年央以降の弱い動きから改善する兆し

はまだみられない。この背景としては、所得面で弱い動きが続いていることに

加えて消費者マインドも低水準にあることが考えられる。

需要側については、支出項目ごとの動向を家計調査でみると、実質消費支

出は、自動車や住居関連費用を含め全体的に減少しており、平成13年12月

は前月を大きく下回っている。消費総合指数は、3ケ月前と比べやや増加して

いる。　　　　　　　　　　　　　　　　、

販売側の動向をみると、全体的に弱い動きとなっている。小売業販売額とチ

ェーンストア販売額は、弱い動きが続いている。百貨店販売鐘は、前月に冬物

衣料や歳暮ギフトの需要が前倒しで現れたことの反動もあって前年を下回っ

ている。新車販売台数は、小型乗用車、軽乗用車が新型車投入効果などによ

り前年を上回っていることなどから、前年を上回っている。家電販売金額は．、

－パソコンが引き続き前年を大きく下回っていることなどから、前年を下回ってい

る。旅行は、国内旅行は前年をやや上回っており、海外旅行では米国におけ

る同時多発テロ事件等の影響から大幅に下回っている。

個人消費の動向を左右する家計収入の動きをみると、定期給与（所定内及

び所定外給与の合計）は引き続き前年を下回っており、弱い動きが続いてい

る。現金給与総額は引き続き前年を下回っている。また、この冬のボーナスの

支給動向について特別給与の動きでみると、前年を大きく下回っている。

消費者マインドは、大きく悪化した後も改善がみられず厳しい状態にある。

設備投資は、減少している。▼

設備投資は、生産の減少、企業収益の鈍化等を背景に平成13年に入って

以降減少が続いている。需要側統計である「法人企業統計季報」でみると、4
＼

－6月期及び7－9月期の設備投資は、減少している。また、機械設備投資の



供給側統計である資本財出荷はこ平成13年に入って以降減少が続いている。

なお、ソフトウエア投資は、増加基調を続けている。

設備投資の今後の動向については、日銀短観の平成13年度設備投資計画

において製造業、非製造業ともに減少が見込まれていること、機械設備投資

の先行指標である機械受注が平成13年1－3月期以降減少基調で推移し平

成14年1－3月期も減少の見通しとなっていることなどからみて、減少が続く

ものとみられる。

住宅建設は、おおむね横ばいとなっている。

住宅建設は、平成13年に入り、貸家は増加したものの、これまで堅調であっ

たマンションの着工が落ち着いてきたことに加え、公庫持家の着工が大きく水

準を下げて推移したこと等から、年間を通じておおむね年率‖5～120万戸で　　J

推移した。この結果、平成13年の住宅建設は、前年比4．6％減の117．4万戸と

平成10年以来3年ぶりに120万戸を下回る低い水準となった。

この背景としては、雇用・所得環境が厳しさを増していること、不動産価格の

長期的下落傾向により買い換えが困難となっていることなどから、消費者の住

宅取得マインドが低下していることがあると考えられる。

先行きについてみると、住宅金融公庫融資の申し込み戸数が減少傾向にあ

ることなど、住宅着工を減少させる要因が引き続きみられる。

公共投資は、総じて低調に推移している。

公共投資は、総じて低調に堆移している。国の平成13年度第2次補正後予

算をみると、公共事業関係費では前年度を大きく下回った。ただし、「国債発

行額30兆円以下」の方針の下、安易な国債増発によることなく、政府の保有

資金を最大限活用した「改童推進公共投資」特別措置の実施により、国費で

公共事業1．5兆円、施設費1兆円の計2．5兆円の社会資本整膚のための無

利子貸付けを行うこととしており、この特別措置のほか、施設費を加えた公共

投資関連予算ベースでみると、ほぼ前年度並みを確保している。地方の投資

的経費は、厳しい財政状況を反映して引き続き前年度を下回っている。

このような状況を反映して、10－12月期の公共工事請負金額は11由半期

連続で、大手50社受注額も4四半期連続で前年を下回った。7－9月期まで

は順次マイナス幅が縮小する傾向にあったが、10－12月期はいずれも再び

拡大している。

1－3月期の公共投資については、地方の投資的経費の減少傾向が続いて

いることなどを踏まえると、引き続き前年を下回ると考えられる。

麹也は、下げ止まりの兆しがみられる。麹基は、減少傾向が弱まっている。貿易・サ

ービス収支の黒字は一、やや増加している。

J
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輸出は、世界的なIT関連の在庫調整の進展などによって電気機器や一般機

械などの減少幅が縮小しており、下げ止まりの兆しがみられる。地域別にみる

と、アメリカ向け輸出、アジア向け輸出はおおむね横ばいとなっている。なお、

アメリカ向け輸出における自動車の増加は、ゼロ金利キャンペーンの影響に

よるものでもあり、一時的と考えられる。EU向け輸出は減少が続いている。先

行きについては、ヨーロッパの景気減速が続いているものの、為替レートの円

安傾向やアメリカ及びアジアの一部での景気底入れの動きが我が国輸出を

下支えする要因たなるとみられる。

輸入は、内需の弱さや為替レートの円安傾向にもかかわらず、これまでの減

少傾向が弱まっている。この背景には、汀関連を中心とした国内の在庫調整

の造展により、機械機器の輸入に下げ止まりの兆しがみられること二中国から

の食料品や繊維製晶の輸入が増加していることなどが挙げられる。ただし、中

国からの輸入増加については、一時的な要因も含まれている可能性がある。

地域別にみると、EUからの輸入は増加している。アジアからの輸入は、中国

からの輸入が増加しているものの、全体としてはおおむね横ばいとなっている。

アメリカからの輸入は、機械機器を中心に減少している。

国際収支をみると、貿易tサービス収支の黒字は、やや増加している。輸出

数量に下げ止まりの兆しがみられることや、原油輸入価格の低下が輸入金額

を下押ししていることに加え、海外旅行客の減少に伴うサービス収支赤字の

減少が、黒字幅の拡大に寄与している。

2．．企業活動と雇用情勢

重畳は、減少テンポが緩やかになったものの、重産室は高水準にある。

鉱工業生産は、昨年初めから大幅に減少していたが、10－12月期は前期比

2．3％滅となり、減少幅が小さくなっている。これまでIT関連品目が生産の減少

に大きく寄与してきたが、このところ、IT関連品目において、生産財を中心とし

て下げ止まりの兆しがみられ、生産の減少に占める寄与は縮小している。

生産の先行きについては、輸出に下げ止まりの兆しがみられ、在庫が減少

しているなど、生産が下げ止まる可能性はあるものの、在庫率は依然として高

い水準にあることや設備投資の減少が続くとみられること等、懸念すべき点が

みられる。なお、製造工業生産予測調査によると1月、2月は増加が見込まれ

ている。

一方、第3次産業活動の動向をみると、このところ減少している。



企業収益は、製造業を中心に大幅に減少している。また、企業の業況判断は、一層

厳しさが増している。倒産件数は、高い水準となっている。

企業収益は平成11年以降改善が続いていたが、「法人企業統計季報」によ

ると、平成13年に入って以降、人件費の削減ペースが鈍化してきたこと、売上

高の増収幅が縮小してきたこと等により、全体としては頭打ちとなっていた。平

成13年7－9月期には売上恵も減収に転じ、電気機械などの製造業を中心に

大幅な減益となった。また日銀短観によると、平成13年度下期も、上期に続き

製造業を中心に大幅な減益を見込んでいる。

企業の業況判断について日銀短観をみると、一層厳しさが増している。時に

慧票票警雷三禁警票票票慧‡芸票豊　J
込んでいる。

また、倒産件数は、東京商事リサーチ調べによると、12月は1，532件、10－

12月期では5，188件となるなど、高い水準となっている。

雇用情勢は、厳しさを増している。．完全失業率がこれまでにない高さに上昇し、求人

や残業時間、賃金も弱い動きが続いている。

平成13年12月の完全失業率は、前月比0．1％ポイント上昇し、5．6％とこれ

までにない水準となった。完全失業者については、平成13年11月から非自発

的な離職による者が自発的な離職による者を上回っており、かつその増加幅

も拡大している。

新規求人数は、前月比、前年同月比ともに減少しており、弱い動きが続いて

いる。製造業の残業時問については、前月比で若干増加したものの、基調と

しては弱い動きが続いている。

賃金の動きをみると、現金給与総額、定期給与は前年を下回っており、弱い

動きが続いている。ボーナスを含む特別給与についても、前年を下回ってい

る。

萱．物価と金融情勢

国内卸売物価は、下落している。消費者物唾は、弱含んでいる。

J
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輸入物価は、このところ、契約通貨ベースでは下落しているものの、円ベー

スでは円安を背景に上昇している。国内卸売物価は、下落している。最近の

動きをみると、非鉄金属などは上昇しているものの、技術革新や需要の減少

等を背景とした電気桟器の趨勢的な値下がりに加え、原油価格低下の影響を

受けて石油・石炭製品や化学製品が下落していることから、全体としては下落

している。また、企業向けサービス価格は、前年同月比で下落が続いている。

消費者物価は、平成12年秋以降弱含んでい皐。最近の動きをみると、一般

サービスは横ばいとなっているものの、耐久消費財の下落などにより一般商

品は下落していることから、全体として下落している。

こうした動向を総合してみると、∵持続的な物価下落という意味において、緩や

かなデフレにある。

奉祀恒努については、株式相場は下落し、長期金利はやや上昇した。

短期金利についてみると、オーバーナイトレートは、1月は、日本銀行による

金融緩和措置を反映して、0．001％～0．002％で推移したこ2、3ケ月物は、昨年

4月以降、低位での推移が続いているが、3月決算期末を控え、しこのところ．や

や上昇している。長期金利は、昨年8月中旬以降ほぼ横ばいで推移した後、1

月は、3月決算期末を控え、金融機関の持高調整により長期国債が売られる

との市場の見方などもあらて、やや上昇した。

株式相場は、10月以降、ほぼ横ばいで施移した後、1月は、東証株価指数

（TOPIX）で1，000ポイント、日経平均株価で1万円以下まで下落した。

対米ドル円相場（インターバンク直物中心相場）は、11月上旬の120円台か

ら、1月下旬には134円台まで下落し、その後ほぼ横ばいで推移した。対ユー

ロ円相場（インターバンク17時時点）は、昨年11月中旬の107円台から、1

月上旬に118円台まで下落し、月末には114円台まで上昇した。

M2＋CD（月中平均残高）は、このところ、流動性預金の伸び率が上昇した

ことなどから、若干伸びを高めている。（12月速報：前年同月比3．4％増）。民

間金融機関の貸出（総貸出平残前年比）は、96年秋以来マイナスが続いてお

り、企業の資金需要の低迷等を背景に、依然低調に推移している。貸出金利

は、金融緩和等を背景に、昨年初来低下條向で推移して来たが、このところ

横ばい圏で推移している。なお、企業の格付等に応じた資金調達条件の格差

が、このところ拡大している。

4．海外経済

ヨーロッパでは減速が続いているが、アメリカ及びアジアの一部に底入れの動きがみ

られる。



世界経済をみると、ヨーロッパでは減速が続いているが、アメリカ及びアジア

の一部に底入れの動きがみられる。

アメリカは、景気に底入れの動きがみられる。個人消費は持ち直しの動きが

みられる。住宅投資は減少している。設備投資は引き続き大幅に減少してい

るが、非軍需資本財受注や企業の景況感に改善の動きがみられる。汀関連

部門では在庫調整の進展から生産が増加するなど、生産は下げ止まりつつ

ある。雇即ま減少しているものの、サービス部門では増加に転じた。また、失

業率は低下した。物価は、このところエネルギー価格の下落を受けて弱含ん

でいる。

ヨーロッパをみると、ドイツでは、景気は後退している。フランス及びイギリス

では、景気は減速している。

アジアをみると、中国では、景気の拡大テンポは鈍化している。物価は下落

傾向にある。韓国では、景気は底入れしている。

金融情勢をみると、ドルは、アメリカ経済の早期回復期待が強まったことなど

から、増価基調で推移した。アメリカの株価は、企業業績に対する先行き懸念

などから、軟調に推移した。アメリカのフェデラル・ファンド・レートの誘導目標

水準は、昨年1月から11回連続で合計4．75％ポイント引き下げられてきたが、

1月29、30日の連邦公開市場委員会（FOMC）で据え置かれた。

国際商品市況をみると、原油価格は、需要減退から在庫が増加する中、北

米の暖冬が重なり、弱含みで推移した。

J
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【今月のトピック】

アメリカ：景気に底入れの動き

亀お

篭お

1．アメリカの景気は、2001年10－12月期は個人消圭の増加などから実質GDP成長
率がプラスになり（図1）、また消圭者・企業マインド、生産、雇用などに改善の動
きがみられる。

2．消真書・企業マインドは、同時魯発テロ事件後の落ち込みから回促してきている。
消費者信頼感指数は12月から2ケ月連続で上昇し、また、企業の景況感指数をみ
ると、製蓬莱・非製造業とも11月以降国覆してきており、生産活動の拡大／繍小
の分かれ日となる58に近い水準となっている（図2）

3．生産は、鉱工業生産が自動車・同部品、IT関連などで前月比ブラスとなり、総合
ではマイナス幅が繍小しており、下げ止まりつつある（図3）。

4．雇用は、非農業雇用者数がサービス書肝1で増加し、鑑合では減少幅は小さくなって
きている。▼また1月の失業率は前月比で低下した（図4）。
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注）

＜個人消費＞

消費総合指数（需要側、内閣府試算値、後方3ケ月移動平均）はJ平成13年11月

（速報値）季節調整済3ケ月前比0．9％増の後、12月（速報値）は同0．2％増となった。

消費総合指数の作成方法：総務省「家計調査」から、GDPの個人消費には含まれ

ない「仕送り金」、「修繕費」や、振れが大きい恵額消費であるr自動車等購入」などを

除外した後、世帯数を乗ずるなどしてマクロの消費ベースにする。これに、自動車、家

賃、医療費について別途供給側の統計を用いて計算したものを加える。詳細は、ディ

スカッションペーパー（http：／／www5・CaO・gOjp／keizai3／discussion－PaPer／甲enu・html）

を参照。

家計調査の全世帯実質消費支出は、11月季節調整済前月比0．2％減の後、12月

（速報値）は同6．0％減（前年同月比6．6％減）となった。

家計調査の全世帯実質消費支出（除く自動車、住居、仕送り金等）は、12月（速報値）

は季節調整済前月比4．9％減（前年同月比4．4％滅）となった。

経済産業省r商業販売統計」の小売業販売額は、12月（速報値）は季節調整済前月

比3．1％滅（前年同月比5．7％滅）となった。また、百貨店販売後は、12月（速報値）は、

前年同月比1．2％減（店舗調整後）（季節調整済師月比7．6％滅（店舗調整前））となった。
チェーンストア販売績（日本チェーンストア協会調べ）は、12月は、前年同月比5．0％

減（店舗調整後）（季節調整済前月比3．2％減（店舗調整前））となった。

乗用車（含軽）新車新規登録・届出台数は、12月は前年同月比0．4％増の後、平成

14年1月（速報値）は同5．2％増となった。

J

孟票禁禁警大型店協会調べ）は・1－月前年同月比7・9％減の後・12月は　J
大手旅行業者13社取扱金額の12月は、前年同月比で国内旅行が3．3％増、海外

旅行が同45．8％減となった。

厚生労働省「毎月勤労時計調査」によると、現金給与総綾は、事業所規模5人以上

では、11月前年同月比1．3％減の後、12月（速報値）は3．7％減（事業所規模30人以

上では同2．4％減）となり、うちきまって支給する給与は、12月（速報値）同0．8％減（事

業所規模30人以上では同0．1％増）となった。実質賃金は、事業所規模5人以上では、

11月前年同月比0．2％減の後、12月（速報値）は同2．3％減（事業所規模30人以上で

は同1．0％減）となった。また、特別に支払われた給与は、事業所規模5人以上では、

12月（速報値）前年同月比5．8％滅（事業所規模30人以上では同4．0％減）となった。

内閣府「消費動向調査」の消費者態度指数（季節調整済）は、9月前期差4．0ポイント

低下（悪化）の後、12月同横ばいとなった。



＜設備投資＞

亀｝

tぉ

平成13年7－9月期の設備投資を財務省r法人企業統計季報」（全規模全産業）で

みると、季節調整済前期比で1．6％減（前年同期比0．5％増）となっており、うち製造業

では同6．3％滅（同2．7％滅）、非製造業では同1．3％減（同2．4％増）となっている。

法人企業疲計季報で捕捉できない金融・保険業の設備投資を内閣府「法人企業動

向調査」でみると、7－9月期（実績見込）は季節調整済南期比23．1％増（前年同期比

37．9％増）となっている。

経済産業省「経済産業統計」により資本財出荷（除く輸送機械）をみると、季節調整

済前月比で11月は0．2％減（前年同期比19．0％減）の後、12月は同5．6％増（同

20．0％減）となっている。

日本銀行r企業短期経済観測調査」（13年12月調査）により設備投資の動向（ソフト

ウェアを除く）をみると、大企業の平成13年度設備投資計画は、製造業で前年度比

4．4％減、非製造業で同7．9％減となっており、全産業では同6．5％減となった。また、

中小企業では製造業で同16．3％減、非製造業で同5．5％減となっており、全産業では

同8．4％減となった。

経済産業省「特定サービス産業動感統計」でみると、受注ソフトウエア売上高は、11

月は前年同月比9．3％増の後、12月は12．5％増となっている。

桟械受注（船舶・電力除く民需）は、季節調整済前月比で10月は10．1％滅（前年同

月比26．6％減）の後、11月は同14．9％増（同13．6％減）となり、減少傾向にある。なお、

10－12月期（見通し）の横線受注（船舶・電力除く民需）は、季節調整済前期比で

0．5％減（前年同期比12．1％滅）と見込まれている。

民間からの建設工事受注（50社、非住宅）は、季節調整済前月比で11月は6．8％減

（前年同月比11．1％減）の後、12月は同8．1％減（同14．0％減）となっている。

＜住宅建設＞

国土交通省「建築着工統計」によると、新設住宅着工総戸数（季節調整済前期比）

は、平成13年1－3月期は5．4％減、4，－6月期は0．9％減、7－9月期は4．0％増、10

－12月は3．4％減となった。内訳をみると、公庫持家の着工（同）は、1－3月期は

23．4％減、．4－6月期は20．9％滅、7－9月期は4．6％滅、10－12月は16．4％減となり、

共同建分譲住宅の着工（同）は、1－3月期は10．8％減、4－6月期は4．5％増、7－9

月期は12．0％増、10－12月は12．3％減となった。また、新設住宅着工床面積（同）は、

1－3月期は10．1％減、4－6月期は3．3％減、7－9月期は5．8％増、10－12月は

3．0醜減となった。

住宅金融公庫を利用した持家の着工（全体の新設住宅着工の約15％）の先行指標

である公庫への融資申込み戸数（個人向けマイホーム新築資金）は、平成12年度第

2回募集（受付期間：8月7日～9月22日）た51，192戸（前年同回比42．1％滅）となっ



た後、第3回募集（受付期間：10月30日～12月22日）は準，486戸（同4．5％滅）、

第4回募集（受付期間：1月22日～3月23日）は33．375戸（同11．5％減）となり、低水

準にとどまっている。また、平成13年度第1回募集（受付期間：4月23日～5月28

日）は28，432戸、第2回募集（受付期間：7月16日～8月27日）は23，009戸、第3回

募集（受付期間：9月17日～10月15日）は11，837戸、第4回募集（受付期間：11月

15日～12月21日）は12，698戸となっている（平成13年度から受付回数が年4回か

ら年6回になったため、単純に比較できない）。

消費者の住宅取得マインドを示す指標のひとつである（社）日本リサーチ総合研究

所「不動産購買態度指数」をみると、平成12年は、2月128、4月128、6月124、8月

118、10月122、12月117、平成13年は、2月118、4月119、6月117、8月110、10

月109、12月104となっている。

＜公共投資＞

平成13年度の国の一般会計（2次補正後）における公共事業関係費は、前年度補

正後予算と比較して13．7％減となっている。ただし、平成13年度第2次補正予算にお

いては、産業投資特別会計社会資本勘定における「改革推進公共投資」特別措置の

実施により、国費で公共事業115兆円、施設費1＿兆円、計2．5兆円の社会資本整備の
ための無利子貸付を行い、事業規模で411兆円程度を確保することととしている。公

共事業関係費に、施設費と今回の「改革推進公共投資」国費分を加えた公共投資関

連予算ベースでみると、ほぼ前年度並みを確保している。なお、平成14年度予算案

においては、公共投資について、規模を縮減しつつ、「予算編成の基本方針」の重点

分野に重点化し、対前年度比10．7％減としている。

地方の予算についてみると‾、総務省がまとめた普通会計予算（9月補正後）ベース

では、普通建設事業費は、都道府県で前年度比51．7％減、政令指定都市で同9．5％減、

両者を合わせると同6．2％減となっている。また、「日経地域情報」調査によれば、一

般会計予算（当初）ベースの普通建設事業費は、都道府県で前年度比2．4％滅、全市

で同3．1％滅、特別区で同6．8％減となっており、これらを単純合計すると前年度比

2．7％減となる（骨格予算を編成した地方公共団体などを除く）。なお、平成14年度地

方財政対策においては、国の歳出予算と歩を一にして歳出の徹底した見直しと重点

的な配分を行い、投資的経費のうち地方単独事業費について対前年度比10．0％減と

している。

公共機関からの1件500万円以上の建設工事受注額（建設工事受注動態統計調

査）は、前年同月比で10月4．5％減の後、11月は18．0％減となった。同じく大手50社

の建設工事受注額は、前年同月比で11月26．4％減の後、12月は9．2％滅となった。

また、公共工事請負金額（公共工事前払金保証統計）は、前年同月比で11月5．8％

増の後、12月は11．6％減となった。

J
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竜お

＜輸出・輸入・国際収支＞　　　　　、

通関輸出（数量ベース、季節調整値）は、前月比で平成13年10月2．4％増、11月

1．0％増の後、12月は6．3％滅（前年同月比14．9％滅）となった。また、前期比で7－9

月期2．8％減の後、10－12月期は0．2％滅（前年同期比12．0％滅）となっている。日本

自動車工業会「自動車輸出概況」によると、アメリカ向け乗用車輸出台数は、前年同

月比で10月21．8％増、11月は9．7％増の後、12月は9．8％滅となった。

通関輸入（数量ベース、季節調整値）は、前月比で10月12．0％増＿、11月3．4％減の

後、12月は2．2％減（前年同月比9．2％滅）となった。また、前期比で7－9月期4．0％

減の後、10「－12月期は3．4％増（前年同期比5．5％減）となっているb

貿易・サービス収支（季節調整値）の黒字は、11月は5．520億円、通関収支差（季節

調整値）は、11月5，691億円の後、12月は4，756億円となった。

＜生産・出荷・在庫＞

平成13年12月の鉱工業生産指数（季節調整値」速報）は、電気機械や輸送機械

等が増加したことから、前月比2．1％増となった。また、10－12月期では前期比2．3％

減となり、4－6月期（前期比4．1％滅）や7－9月期（同4．3％滅）に比べて減少幅が小

さくなっている。

製造工業生産予測調査によると、前月比で1月は電気機械やその他工業等により

1．4％増の後、2月は一般機械や輸送棲械等により0．6％増になると見込まれている。

12月の鉱工業生産者製品在庫指数（季節調整値、速報）は、前月比1．0％滅となっ

た。また、12月の鉱工業生産者製品在庫率指数（季節調整値、速報）は114．7となっ

ている。

11月の第3次産業活動指数（季節調整値・速報）は、サービス業、運輸・通信業等

が増加した結果、前月比1．7％増となった。

＜企業＞

財務省「法人企業統計季報」によると、7－9月期の経常利益は全産業で前年同期

比32．5％滅、裂造業は53．4％減、非製造業は15．0％減となった。

日本銀行「全国企業短期経済観測調査」（1－2月調査）によると、平成13年度の経常

利益は、全規模・全産業で上期は同一17．6％の減益の後、下期には同19．6％の減益が

見込まれており、通期でも同18．7％の減益を見込んでいる。

一方、業況判断について日本銀行「全国企業短期経済観測調査」（12月調査、業況

水準について「良い」－「悪い」）をみると、全規模で製造業は4％ポイント悪化して

△47％ポイント、非製造業は3甲ポイント悪化して△34％ポイント、全産業では4％ポ

イント悪化して△40％ポイントとなった。



＜倒産＞

企業の倒産については、東京商工リサ「チ「倒産月報Jによると、12月の企業倒産

件数（負債額1，000万円以上）は1，532件（前年同月比2．6％増）、負債総額は15，201

億円（同95．0％増）となっており、帝国データバンクr全国企業倒産集計」によると、企

業倒産件数は1，505件（同2．9％減）、負債総額は15月40億円（同88．0％増）となって

いる。また、大型倒産（負債額10億円以上）は119件（同17．8％増）となっており、主

な大型倒産としては、東証1部上場の中堅ゼネコンの青木建設（負債3．721億円）、大

証1部上場の総合スーパーの毒屋（同2，126億円）など（東京商工リサーチ調べ）。

＜雇用情勢＞

総務省「労働力調査」によると、12月の完全失業率（季節調整値）は、前月比0．1％

ポイント上昇し5・6％となったe完全失業者数（季節調整値）は・前月差6万人増の376　　J
万人となった。求職理由別完全失業者数（原数値）は」非自発的な離職による者は、

11月123万人（前年同月差29万人増）の後、12月は125万人（同31万人増）となっ

た。自発的離職による者は、11月112万人（同6万人増）の後、12月は101万人（同

4万人増）となった。

厚生労働省「職業安定業務統計」の新規求人数は、季節調整済前月比で11月

0．9％増の後、12月は5．7％減となった（12月前年同月比14．0％滅）。新規求人倍率

（季節調整値）は11月0．92倍の後、12月0．92倍となった。有効求人倍率（季節調整

値）は、11月0．53倍の後、12月0．51倍となった。

毎月勤労統計調査によると、所定外労働時間（製造業）は、事業所規模5人以上で

は11月季節調整済前月比3．0％減（前年同月比18．2％滅）の後、12月は同0．1％増

（同17．5％減）（速報値）となった。

毎月勤労統計調査によると、現金給与総綾は、事業所規模5人以上では、11月前

年同月比1．3％減の後、12月（速報値）は3．7％滅（事業所規模30人以上では同2．4％　　J

減）となり、うちきまって支給する給与は、12月（速報値）同0．8％減（事業所規模30人

以上では同0．1％増）となった。特別に支払われた給与は、事業所規模5人以上では、

12月（速報値）同5．8％滅（事業所規模30人以上では同4．0％滅）となった。

＜物価＞

日本銀行「卸売物価指数」の輸出物価（円ベース）は、14年1月は前月比2．8％の上

昇（前年同月比3．7％上昇）、13年11－1月平均の3ケ月前比（8－10月平均対比、

以下同じ）は2．5％の上昇となった。輸入物価（円ベース）は、1月は前月比2．4％の上

昇（前年同月比0．5％上昇）、11－1月平均の3ケ月前比は0こ1％の上昇となった。また、

国内卸売物価は、1月は、前月比0．2％の下落（前年同月比1．4％下落）、3ケ月前比

は0．4％の下落となった。

日本銀行「企業向けサービス価格指数」の12月の企業向けサービス価格は前年同
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月比1．4％の下落（前月比0．1％下落）となった。

総務省「消費者物価指数（全国）」の生鮮食品を除く総合は、12月は前年同月比

0．9％の下落（季節調整済前月比0．1％下落）、10－12月平均の前年同期比は0．8％

の下落となった。一般サービスは、12．月は前年同月比0．1％の上昇、10－12月平均

の前年同期比は保合いとなった。－「般商品は、12月は前年同月比2．2％の下落、10

－12月平均の前年同期比は2．0％の下落となった。また、r消費者物価指数（東京都

区部、中旬速報値）」の生鮮食品を除く総合は、14年1月は前年同月比1．2％の下落

（季節調整済前月比0．2％下落）、11－1月平均の前年同期比は1．0％の下落となっ

た。

＜金融＞

無担保コールオーバーナイトレートは、1月は、0．001％∵0．002％で推移した。3ケ月

物ユーロ円TIBORは、1月は、0．10％台で推移した。10年物国債流通利回りは、1月

は、1．3％台から1．4％台へ上昇した。

東証株価指数（TOPIX）は、1月末には971ポイントとなった。日経平均株価は、1

月末には9，997円となった。

広義流動性は、12月（速報）は前年同月比2．9％増となった。マネタリーベースは、

日銀による潤沢な資金供給の継続を受けて、1月は前年同月比23．4％増となった。

金融機関（全国銀行）の貸出（月中平均残高）は、12月（速報）は前年同月比4．3％減

（貸出債権流動化・償却要因等調整後2．1％滅）となった。12月のエクイティ市場での

発行（国内市場発行分）は、転換社債が250億円となった。また、国内公募事業債の

起債実績は、5，072億円（銀行起債は無し）となった。国内銀行の貸出約定平均金利

（新規実行分）は、12月は前月比で短期は0．074％ポイント低下し、長期は0．118％ポ

イント上昇したことから、総合では0．009％ポイント低下し1．619％となった。

＜景気ウオッチャー調査＞

内閣府の景気ウオッチャー調査の平成13年1生月の現状判断Dlは、前月を2．0ポ

イント上回り、31．6となった。先行き判断Dlは、前月を0．4ポイント下回り、33．2となっ

た。
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